
 地域における住宅需給計画支援モデルに関する研究（1）（梗概）  川上光彦

 としてその概要を以下に報告する。
 1．はじめに

 1－1　研究の目的

 　戦後におけるいわゆる絶対的な住宅難の時代を終え，

 現在では，大都市とそれ以外の地域における居住構造と

 それに基づく住要求の多様な展開に対応して，各地域で

 より木目細かな住宅政策が追求され，気候，風土，伝統

 といったより高次の計画理念の具体化への方策が試みら

 れてきている。このようななかで，住宅政策立案を支え

 る住宅需要及び供給構造の把握やそれへの計画的展開の

 ための手法はまだ十分ではなく，科学的な手法を含め，

 一定の住宅需給圏域に対応した「地域」を対象とする計

 画理論の充実と質の向上が重要であると思われる。

 　一方，住宅統計調査や国勢調査など大規模で詳細な統

 計資料が蓄積されてきており，時系列的データとしての

 潜在的利用価値は非常に大きいものがある。また，科学

 的な計画手法や電子計算機関連技術の発達に伴なって

 様々の計画分野においてもそうした計画手法の充実が必

 要であると判断される。

 　今後の住宅需給計画は，既存の住宅ストックの動向を

 十分に踏えて地域的な住宅需要の的確な把握を行い，そ

 れに対応した住宅供給計画を各地域においてそれぞれの

 自治体が中心となって策定し，その実現のための各種施

 策の基本的な方法論の体系を確立することが必要であ

 る。
 　本研究は，一定の共通した住宅需給構造を持つ圏域（地

 域）を対象として，そうした地域的な住宅需要の的確な

 把握および，それに対応した住宅供給計画立案のために

 用いることのできる数理的な計画モデルを開発し，それ

 らの適用事例を通じて，住宅政策立案のための計画支援

 モデルとしての適用可能性，実用性，限界，問題点など

 を追究しようとするものである。その際，現実の計画へ

 の適用可能性を高めることからも，既存統計資料である

 住宅統計調査（以上住調と称す），国勢調査，住宅需要実

 態調査，および，一部の業務資料の活用を基本としてい

 る。なお，研究は2ヶ年度にわたり行う予定であり，第

 1年度である本年度は主として関連資料と既存研究の収

 集及び整理，現行及びこれまでの計画手法の検討，計画

 モデルの開発とその部分的適用を進めてきた。「その1」

 1－2　研究の方法

 　まず戦後の住宅政策の中心となってきた住宅建設計画

 に用いられてきた計画手法を概括するとともに，現行の

 都道府県における住宅建設計画の方法を検討し，それら

 の特徴と問題点を明らかにしている。そのうえで，住宅

 需給計画を支援できる5つのサブモデルの開発・提案を

 試みている。
 　計画モデルを構築するにあたっでの研究方法は以下の

 諸点を中心としている。①これまでにも住宅建設計画立

 案の主要な基礎データとして用いられてきている住調そ

 の他の既存統計資料の活用をはかることにより，計画支

 援モデルとしての実用性，操作性を高めることを基本的

 前提とする。②わが国の地域レベルにおける住宅政策は

 歴史的に住宅建設計画を主体として都道府県が中心と

 なって行っていること、既存統計資料の集計地域区分と

 して主として都道府県が用いられてきていること，都道

 府県レベルでその地域における住宅需給構造の特性をあ

 る程度反映することが可能と思われることなどにより、

 都道府県をここでの「地域」とする。③住宅フローとと

 もにストックの動向を把握できるようなモデルをできる

 だけ追求する。

 　なお，本研究では，都道府県レベルを対象地域として

 想定したモデルの適用に際しては石川県を対象とする

 ケーススタディを行っているが，基本的には全国の都道

 府県で同一モデルを用いた同様のアプローチが可能であ

 ることを前提としている。
 　内容は，第2章で住宅建設計画の評価などを行い，第

 3～7章で各サブモデルを論じている。

 1－3　モデルの全体構造

 　住宅需給計画に関連する分野を図1－1に示すような

 連関構造に示すように整理できる。即ち，住宅のストッ

 クとフローの動向に関する分野，人口変動，世帯変動，

 住居移動など居住世帯の動向に関する分野，住宅と世帯

 の対応関係から居住構造を扱っている分野，住宅と居住

 世帯の対応関係から住宅供給を扱っている分野になり，

 各サブモデルはこれらのいずれかに対応することにな
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図1－1　住宅需給計画支援モデルの連関図

2．住宅建設計画の方法

2－1　戦後における住宅政策の問題点

　戦後とられてきた住宅政策の問題点として，①新規住

宅建設を中心とする「戸数消化主義」であったこと，②

持家供給を中心とし，結果的に借家と持家の格差が拡大

したこと，③民間住宅供給に対する呉体的施策が欠除し

ていたことなどがあげられる。

2－2　現行都道府県別住宅需要推計の方法に関する検討

　現行の住宅建設計画の主要な柱のひとつとなっている

都道府県別需要推計の方法としては，第五期で建設省が

提示した方法をみると，主な特徴として以下の諸一点があ

げられる。

①需要推計はいずれも回帰式などを用いたトレンド予測

　を主体としており，幾つかの要因についてそれぞれ独

　立的に各種の比率を用いたマクロな推計を行い，それ

　らを積み上げる方式を用いている。

②需要推計は住宅ストック全体と公的住宅の2種類に分

　けて行われるが，実際の住宅供給は需要推計の方法と

　連動していないため，推計された需要を供給に結びつ

　ける理論的，政策的背景が脆弱である。

③新規に必要な建設量の推計を主体としているため，そ

　れによる居住構造の変動や住宅ストック全体に関わる

　計画への展開が困難である。

④住宅政策に要求される課題が変質しているにも関ら

　ず，住宅建設計画の方法はこれまで用いられてきたも

　のと基本的に変っていない。

2－3　今後の住宅計画の方向

　今後の住宅計画に必要と思われる基本的方向として

は，①住宅ストックに対する計画方法論の確立，②「地

域」を主体とする計画策定体制の確立，③需要推計に基

づく住宅計画の立案と具体的住宅施策の連携化などがあ

げられる。

3．住宅ストックの維持・更新の経済的最適性

3－1　研究の目的，方法

　ここでは，経済的側面からみた住宅ストックの維持・

更新にアプローチするためのひとつの手掛りとして単一

の集合住宅棟を対象とし，一定の計画対象期間を設定す

ることにより，その期間中における建て替え及び日常的

な修繕を除く大規模な修繕（以下大修繕と称す）につい

て経済性からみた最適時期の決定などを行う際に基礎資

料として用いることのできる数式モデルの定式化を行

い，仮想的デー夕を用いたモデル計算によりモデルの特

性，有用性などの分析を行う。

　現実的な計画課題との対応を考慮してモデルは段階的

に3種類考え，①一定の計画対象期間内に1回だけの建

て替え又は大修繕を行う場合を想定し，そのうち，建て

替える建物又は大修繕の種類があらかじめ与えられ，建

て替え又は大修繕の経済的最適時期のみを決定するもの

（建て替え時期決定モデル），②その種類が複数考えら

れ，その種類を時期と同時的に決定するもの（建て替え

種類決定モデル），③複数の大修繕を行うことを想定し，

どの大修繕をどの時期に行うと最適かを決定するもの

（大修繕決定モデル）とする。

　モデル定式化にあたり，「余剰」を経費と収入との差と

して用い，経済的最適性はこの多寡により判定すること

にする。さらに，大修繕とは，修繕，模様替え，改良な

どのうち日常的なものを除き，それを行う前後で経年と

余剰の関係が変化するものとする。また，簡単のため建

て替え，大修繕いずれも各年度当初において瞬時に行わ

れるものとし，それに要する費用もその時に支払われる

ものとする。なお，その費用には建設費ばかりでなく，

工事期間中の損失も含む総工事費用を考える。

3－2　建て替え時期決定モデル

（1）モデルの定式化

　図3－1にモデルの概念図を示している。まず，次年

度初め（あ年）からT1年目の年度初めに建て替えが行わ

れるとすると，建て替え前の建物の余剰の次年度初めの

累不責価イ直は、

　　　　　　　　　T1　　X（to～to＋T1）＝1Σ（1＋7）”■1κ（〃）　　　（3・1）
　　　　　　　　　η＝1
　　　　π（〃）：次年度初めからｎ年目の建物の年間余

　　　　　　　剰

　　　　ｒ：割引率

　建て替え後の建物を最適化目標年（to＋T）まで使用す

る累積余剰をY（to＋T1～to十T）とし，（to＋T1）時点の

価値で表わすとすると，

　　　　　　　　　　　T－T1　　Y（あ十丁エ～あ十丁）：Σ（1＋7）η■1ツ（〃）
　　　　　　　　　　　　〃＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・2）
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現在 建替え
　　　　　　　一

　　丁1年間
建替えまでの期間

　T2年間

建替え対象期問

　tO年

次年度初め

　　　図3－1

　　　丁年問
　最適化目標期間

建て替え時期決定モデルの概念図

　　　ｙ（ｎ）；建て替え後の建物の年間余剰

建て替え時の損失を含む建て替え費用（C）を考慮する

と，建て替え後の建物の累積余剰は，

　　Yc（to＋T1～to＋T）＝Y（to＋Tl～to＋T）一C

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・3）

　このYcを次年度初め（to）の価値に換算すると，

　　Yrc（to＋T1～to＋T）＝（1＋ｒ）T1Yc（to＋T1～to＋T）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・4）

　以上より，最適化目標期間全体における総余剰B（to＋

Tl）は，
　　B(to＋T1）＝X（to～to十T1）十Yrc（to十Tl～to十T）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・5）

　それゆえ，最適な建て替え時期丁mは，総余剰B（to＋

丁1）が最大になるTlを選択すればよい。

　　Tm＝MaxB（to十Tl）（O≦T1≦T2）　　（3・6）
　　　　　T1
（2）モデル計算
　モデル計算に用いる余剰は図3－2に示すものとす

る。最適化目標期間を75年，建て替え対象期間を50年，

建て替え費用を10，O00，割引率を4．5％とした。

　建て替え時期（T1）と総余剰（B）の関係を図3－3に示

す。最適建て替え時期は37年目となっている。

余

剰

1，000

500

一現在の建物
一一一一建替え後の建物

0　　10

図3－2

20　30　40　50　60　　70（年目）

更新前の建物と更新後の建物の余剰

10，000

総

余5，000

剰

0　　　　　r－
　0　　10　　20　　30　　40

　　　　次年度初めからの年数（T1）

　図3－3　建て替え時期と総余剰

50（年目）

3－3　建て替え種類決定モデル

（1）モデルの定式化
　建て替え前は建て替え時期決定モデルと同様であり，

建て替え後について複数の種類を考えて定式化を行う

が，具体的な記述は略す。

（2）モデル計算
　ここでは図3－4のような典型的なふたつを想定して

モデル計算を行う。
　図3－5によると，最適な建て替えの種類はケース①

で37年目の建て替えがよいことになる。

余

剰
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図3－4
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剰
〃
〃

10　20　30　40　　　　　　　70（年目）

建て替え前と建て替え後の建物の経年と余剰

建て替え費用
・10，000
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②①

▼　▼

0　　　　－r・
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　　　　　次年度初めからの年数

　図3－5　建て替えの種類と時期と総余剰
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3－4　大修繕決定モデル

（1）モデルの定式化

　各年度初めにおいていずれの大修繕も行うことが可能

であると仮定すると，建物の使用期問（〃年）に応じて最

適化目標期問での最適計画は以下のようになる。

①使用期問が1年（〃＝1）

　次年度初めにおいての決定は維持するか，あるタイプ

クの大修繕を行うかのどちらかである。それぞれの余剰

は，

a．維持した場合，狛（1）　　　　　　　　（3・7）

　　　　κ。（’）1大修繕を行わなかった場合の次年度初

　　　　　　　めからチ年目の1年間の余剰

b．タイプケの大修繕をした場合，

　　〃（1）一R±　　　　　　　　　　　　　　　（3・8）

　　　　κ〃）1タイプゴの大修繕を行ってからチ年目

　　　　　　　の建物の1年間の余剰

　　　　Rゴ：タイプクの大修繕を行うのに要する費用

　以上より，使用期間が1年間の場合の最大余剰は，

・M1）一㎞｝．、　（…）

　　　　FXαη（f）1次年度初めからオ年目の建物をその

　　　　　　　　　後〃年間使用した場合の最大余剰

②使用期間が一般の〃年

　動的計画法の最適性の原理より次のように定式化でき

る。

　すべての大修繕タイプチ，経年≠に対して

㌶二1／　　（・・1・）
とすると，

・M）一晩・｝∵、㍑）1㌫lll㍍

FXζ。（チ）＝Max

（3山11）

｛
　κ1（オ）十（1＋71r1FX工、＿、（オ十1）

　π！（1）十（1＋プ）一1FX∴”＿1（2）一R！

（3・12）

・舳）一㎜・／ζ；ポ（∵㌫㍍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3・13）

　式（3・11）～（3・13）の．上ニイ則の式は維持した場合の

最大余剰を示し，下側の式は大修繕した場含の最大余剰

を示している。

　各年度初めでの最適決定は，最適化対象二期問〃年に対

してFXα。（1）より順にたどっていけば得られることに

なる。

（2）モテ“ル計算

　大修繕のタイプを図3－6に示すような典型的な3種

類とした。図3－7によると，最適化目標期間（〃）が1

～16年は現状のまま維持し続けることが最適な選択にな

り，17年から4（〕年までは大修繕タイプいずれか1回をい

ずれかの年度に行うことが最適となる。そのうち17年の

場合は9年目にタイプ3，18～19年では9年目にタイプ

1を，20年以降はタイプ2となっている。41年以上では，

タイプ2を最初に行い，一定期問をおいてタイプ1を行

うことが最適な決定になることがわかる。

余

剰

余

剰

大修繕前

　10　20　30　40　50（年目）
　次年度初めからの年数

大修繕後
　　　　　　　　　凡例（大修繕費用）

　　　　　　　　　　　　　1，000

　　　　　　　　　R2一一一■2，000
　　　　　　　　　R3・・・・・…　　700

図3－6

　　　　　　30　40　　50（年目）

　　大修繕後の年数

大修繕前と大修繕後の建物の経年と余剰

最適化
目標期間 大修繕タ　イ　プ
（年間） 5　　ユO　　15　　20　　25　　30　　35　　40　　45　　50

（年目）

～16
17 ・3・・・・……・・

18～19 ・1…

20～23
・・2…

24～26 ・2…

27～28 ・・2…・…………・・一

29～32 ・2一・

33～36 ・2………………・・……………・・

37～40 ・2…

41 ・2…　一・・…　一・・一・…　1一・・一・・・…　一・・一一・

42～43 ・・2一…　一・…　一・・・・・…　1…

44～45 ・2一…………・・一…1…

46～47 ・・2一・…一…一・・…1一

48～50 ・2………………・一1・・

注：表中で…一は維持あるいは期間外であることを示す。

　図3－7　最適化目標期間毎の最適大修繕のタイプ
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4．住宅の敷地規模とその利用面積の分布構造

4－1　研究の目的，方法

　本章では，住宅の物的大きさとして敷地面積，延床面

積を取り上げ，それぞれの分布構造の分析とともに，敷

地面積階級ごとの延床面積の分布構造などについて分布

モデル式を用いた現状分析を行い，さらに，計画手法へ

と展開していく可能性を考察する。

4－2　分布モデル式の選定と検定

　敷地面積，延床面積の階級値別分布数を表わす住調

データを用いてヒストグラムとして表わすと，その分布

形状は図4－1のように，ほとんどすべての場合におい

て分布が左に片寄った山状の分布となる。このような形

状を持つ既存の確率密度関数の分布モデルとして，べー

夕分布，ガンマ分布，対数正規分布などが主に考えられ

る。このうち，対数正規分布は，パラメータλ，ζで分布

構造が決定される。以上3つの分布モデル式について，

実際の分布との適合の度合をカイニ乗検定した結果，対

数正規分布におけるカイニ乗値が最も小さく，このなか

では一番適合していると言える。また，対数正規確率紙

上に標本データをプロットした結果，回帰直線への相関

係数が延床面積においては非常に高く，このことからも

分布モデルとして対数正規分布を採用することの妥当性

が得られる。さらに，コルモゴロフ＝スミルノフ法によ

確
率
密
度
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　0　　　50　　　100　　150
　　　　　　　　延床面積　（㎡）

図4－1　延床面積のヒストグラムと分布関数
　　　　　（昭和58年度〔全国〕，持家専用住宅，
　　　　　建築時期〔戦前〕）
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り統計的検定を行った。その結果，すべての場合におい

て対数正規分布は妥当であることが明らかにされた。

4－3　分布モデル式による分析

　対数正規確率紙より求めたパラメータによって決定さ

れる分布形状は，図4－1のように視覚的にもよく適合

したものとなっている。

都道府県別の分布モデル式のパラメータを用いて各都

道府県をグループ分けし，敷地面積の分布構造に関する

各グループの特性を分析する。グループ化の基準として

は両パラメータの全国平均値を用いた。パラメータλ，

ζとも全国平均以上の都道府県をAa，λが全国平均以

上でζが全国平均未満の都道府県をAb，λが全国平均

未満でζが全国平均以上の都道府県をBa，λ，ζとも全

国平均未満の都道府県をBbとして分類した。

　表4－1に示すように，グループAaは，昭和48年，53

年ともに千葉県のみで形成されており，敷地規模が大き

く，そのばらつきも大きいことを表わしている。グルー

プAbは，昭和48年では31県，昭和53年では34県により形

成されており，このグループに属する県が最も多く，わ

が国における一般的な敷地規模を示すものと思われる。

特徴としては，敷地規模が大きく，平均敷地面積に近い

敷地面積を持つ住宅が多く分布することを示している。

グループBaは，東京都，大阪府など大都市地域と，埼玉

県，神奈川県など大都市周辺地域から形成されている。

このグループには敷地規模の小さい住宅がかなり多く分

布していると思われる。グループBbは，静岡県，兵庫県，

広島県といった各地方の中心的地域と徳島県，愛媛県，

高知県，長崎県などの西日本の諸県より形成されており，

敷地規模は比較的小さいが，平均敷地面積に近い敷地規

模を持つ住宅が多いグループであると思われる。

　次に，延床面積において，対数正規分布のパラメータ

λ，ζの値の変動に伴う分布形状の変化を分析する。図

4－2に示すように持家は，経年とともにモードが大き

くなり，そのモードにおける確卒密度は経年とともに小

さくなり，形状が平担になってゆくことがわかる。この

表4－1　敷地面積における都道府県別の分布モデル式のパラメータによるグループ化

年 県 1973年 県 19　78年

グル
一プ 数 県　　　　　　名 数 県　　　　　　名

A　a 1 千葉
1 千葉

北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，

茨城，栃木，群馬，新潟，富山，石川，福井，山梨，茨城，栃木，群馬，新潟，富山，石川，福井，山梨，

A　b 31 長野，岐阜，愛知，三重，滋賀，鳥取，島根，岡山，
34 長野，岐阜，静岡，愛知，三重，滋賀，鳥取，島根，

山口，香川，福岡，佐賀，熊本，大分，宮崎，沖縄岡山，山口，徳島，香川，福岡，佐賀，熊本，大分，

宮崎，鹿児島，沖縄

B　a 5 埼玉，東京，神劇11，京都，大阪
5 埼玉，東京，神奈川，呆都，大阪

静岡，兵庫，奈良，和歌山，広島，徳島，愛媛，奈良，和歌山，広島，愛媛，局知，兵庫，長崎
B　b 10 高知，長崎，鹿児島

7

－275－



020r

確
率
　O．10
密
度

確
率
密
度

図4－2

0．30

0．20

0．10一

　！、’へ
　！〃1’、ミ
〃’
〃
〃

〃

50　　　100

S58年
＿＿一一一S53年
一一・一・一一S48角≡三
・■一…　1・S43年

、
、皐。

150　　　　　200　　　　　250

図4－3

1‘

　　　延床面積（㎡）

延床面積のパラメータの経年変化による
分布形状の変動（全国持家専用住宅）

S58年
一一一一一S53年
一・一・一S48年
　　……．S43年

　　　　　　　　　　■「一「
　50　　　　　　100　　　　　150　　　　　200　　　　　250
　　　延床面積　（㎡）

延床面積のパラメータの経年変化による
分布形状の変動（全国借家専用住宅）

ように，持家においては明確な延床面積の分布における

規模の上昇を知ることができる。借家は，持家に比較し

てモードが小さく，そのモードにおける確率密度はかな

り大きい。分布形状は持家に比較して尖り，モード付近

に収敏している様子が見受けられる。また，図4－3に

示すように借家は経年によるモードの変化や形状の変化

が小さく，分布規模の上昇もかなケ）小さい。その結果，

持家と借家の分布規模の格差はますます拡大してきてい

ることがわかる。

　また，パラメータλ，ζの経年的な変化には直線的傾向

があり，トレンド的に次期のパラメータを推測すること

が可能である。

　図4－4に示すように，敷地面積階級別の延床面積分

布は，敷地面積階級が大きくなるにつれてそれぞれの延

床面積分布やモードも大きくなってゆく。分布形状は大

きく変化しながら敷地面積憎級が大きくなるにつれて延

床面積が平担な分布形になっていくのを確かめることが

できる。
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4－4　分布モデル式の計画手法への適用

　（1）分布モデル式による敷地規模コントロールの可能

　　　性

　近年，戸建住宅地における過小敷地に伴う居住環境悪

化の防止のため，最小限敷地規模規制を採用する自治体

が増えてきている。具体的な規制値としては100㎡を採

用するところが多いが，その根拠は必ずしも明確ではな

い。前節で分析したように各地域の敷地面積の分布構造

が異なるため、それも考慮した設定が必要であると考え

られる。ここでは，分布モデル式を用いた規制値設定の

方法を考察する。

　まず，前節で求めた都道府県別の分布モデル式を用い

て，それぞれの都道府県において敷地面積の小さい方か

ら一定の割合を占める住宅の敷地面積がどれほどになる

のかを推定する。全国において100㎡未満の敷地面積を

持つ住宅は約13％存在していることから，仮に最小限敷

地規模規制に対応する敷地規模占有率として15％を採用

すると，全国平均の場合103．7m2が算出され，100㎡はこ

うした分布構造を踏えても妥当であると評価される。と

ころが，敷地規模が大きいとされる東北，北関東地方で

は，占有率15％はいずれも150㎡台になる。一方，大都市

及び大都市周辺では，同じ占有率で考えると，80㎡前後

のかなり小さい規制値となる。なお，実際の最小限敷地

規模規制に関しては，多方面からのアプローチが必要と

なるであろう。

（2）分布モデル式によるストック及びフローの定式化

住宅ストックおよびフローの規模別戸数分布につい
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て，分布モデル式を用いた定式化を行うことができる。

　（3）計画手法としての援用

　現在の住宅に関する規模の分布形状を，ある目標とす

る居住水準達成のために設定される目標分布形状へ変容

させるという計画課題が考えられた場合の，分布モデル

式の計画手法への適用可能性について考察を行う。

　今，ある目標とする居住水準を反映した規模水準をI

（m2）とし，それをはさむ延床面積区分κ～κ十α（m2）を

考えると（図4－5），延床面積がκ～Iにかけては（a）部

の面積で表わされる戸数は，「居住水準達成へ向けての更

新計画戸数」となり，（b）部の面積で表わされる戸数は，

「目標分布形状達成へ向けての更新計画戸数」となる。

更新計画としては（a）部の戸数が優先的に計画対象とな

ると一思、われる。
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la〕 b〕
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　　　　　　　κ十α

　　　　　　延床面積（㎡）

図4－5　分布モヂル式に基づく計画への展開例

　また，現在の分布形状を表わす確率密度関数を！（κ），

目標分布形状のそれを≦ル）とすると，その交点を表わす

延床面積（Sとする）が図4－6のように通常求められ

る。さらに，延床面積をIとSにより3区分に分け，そ

れぞれの一定の意味づけを考えられる区分を用いた更新

戸数を求めることができる
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密
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ld〕　　　　　　目標分布形状

　　　　　　　　　gω
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図4－6　分布モヂル式に基づく計画への展開例

5．住宅居住構造の予測

5－1　研究の目的，方法

　本章では，世帯と住宅の対応関係を定量的に記述でき

る住宅居住構造予損1jモデルを開発，提案する。具体的に

は，図5－1に示すように，地域における居住予測モア

ルの前段階として地域人口予測モデルと地域世帯予測モ

デルを考える。これらを用いた石川県でのケーススタ

ディを通じてモデルの検討を行っている。さらに数種類

の傾向予測の手法を用いてトレンド予測を行い，最も適

切と思われる予測手法を用いて住宅居住構造予測モデル

を全国都道府県へ適用し，モデルの有用性等を評価して

いる。

区三コ
　　年代別男■］

　　搬1亘憂］　　地域世帯予測モデル

　　榊別三亙コ

撒別・住壷重コ　地域屠住予韻，、モデル

世帯離別・住宅璽憂］

図5－1　地域居住構造予測モデルの全体構造

5－2　モデル構造

（1）地域人口予測モデル

　居住構造予測モテルの前段階の前半を構成する地域人

口予測モデルとして，既存のコホート生存法（要因分析

法）を用いる。

　（2）地域世帯予測モデル

　地域居住予測モデルの前段階の後半の地域世帯予測モ

デルにおいて，前節の地域人口予測モデルにより予測し

た当該地域における男女別年齢階級別人口をもとに，世

帯属性別主世帯数を求めることを考える。ここで，主世

帯は，住調による定義を用いており，世帯属性は居住予

測の目的に関わるものを用いることになる。

　まず，世帯属性を考慮しない場合は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PlF（オ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PlM（f）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P而F（f）
帥）＝／舳舳ん「（1）洲…舳舳）…舳舳〕P、・（f）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P．F（’）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P．M（オ）

　　一。（’）．州　　　　　　　（5・1）
　　P，F（τ），P”M（左）1時点オにおける〃番目コホート人

　　　　　　　口（〃＝1，2，…N）
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　　hnF（τ），hnM（ｔ）：時点ｔにおける年代グループｎの

　　　　　　女性，男性が．主世帯の世帯1主となってい

　　　　　　　る比率

　　　　　　　（hnF（ｔ），hnM（ｔ）≦1.0）

　　P：人ロマトリックス

　次に，世帯属性を考慮し世帯属性ごとの主世帯数が記

述できるモデルを考えると，

　　Hlω　　　hllてf）払1M（f〕ん2Fω免12阯ω…此］円Fω免、、M（f）…乃、、Fωあ、、M（1）　P，W〕
　　舳　舳舳）　　仏蜆F（f）ん川…舳）仏1MωPllω
Hω二　　。　　　　　　　　　　　P月’ω
　　舳　　松1W－lMω　　…乃．、W．岬｝（f〕…此、、W、、・（1）P仰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pト’ω
　　Hl（f）　　　免11Fω乃11M（f）　　　　　　…乃■皿Fω乃．、Mω…乃．、F（1肋，、Mω一P，M（f）
　　　　　＝W）・川　　　　　　　　（5・2）

PnF（ｔ），PnM（ｔ）：時点チにおける〃番目コホート人

　　　　　　口（〃＝1，2，…，1V）

　〃ゴ加F（’），伽”M（オ）1時点ｔにおける年代グループｎ

　　　　　　の女性，男性が，世帯属性iの主世帯の世

　　　　　　帯主である比率

　Hi(ｔ)：時点ｔにおける世帯属性iの主世帯数

　H：世帯マトリックス

　h：人口・世帯対応マトリックス

　P：人ロマトリックス

　ただし，式（5・2）で記述している世帯属性は，ひ

とつの指標に関するものである。この人口・世帯マトリッ

クスh（t）は，三宅醇氏らがライフサイクルマトリックス

と呼んでいるものに相当する。

　（3）地域居住予測モデル

　地域居住予測モデルは，地域世帯予測モデルより得た

主世帯数を用いて，将来期における居住構造を把握する

ことを目的としている．なお，ここでの居住構造とは，

世帯属性・住宅属性別の居住住宅数を意味する。地域世

帯予測モデルにより世帯属性別主世帯が与えられたとす

ると，居住世帯のある住宅数と主世帯数が等しいことを

考慮すると，住宅属性別居住住宅数は，

一1111H；1㍗“ll／l／

　　　　　　　＝c（1）’H（f）　　　　　（5・3）

　　HI（ｔ）：時点ｔにおける世帯属性ケの主世帯数

　　C●（〃）：時点ｔにおける世帯属性Iの世帯が住宅属性

　　　　　Rの住宅に居住している比率（ΣCチ（ナ）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　此　　　　　1．0）

　Dk（t）：時点広における住宅属性左の居住住宅数

　　C：世帯住宅属性対応マトリックス

　H：世帯マトリックス

　D：住宅マトリックス

ここで，住宅属性冶の居住住宅のうち他の住宅属性プの

占める割合をe夕（6）（Σe夕（≠）＝1．O）とすると，式（5・3）
　　　　　　　　　5
は，
　　　　　D〃）　　　e｝（f）　　　　　　　　　　　　　　　　D1（丘）
　　　　　I）3（f）　　　　　　e3（f）　　　　　　　　　　　　　　D2（f）
　　　　　　　　　　　　’．　　　0　D5（1）＝　　　　　　　・＝　　　　　D夕（f）　　　　　　　　　　e久’）　　　　　　　　　D｛（’）
　　　　　　　　　　　0　　　D．．
　　　　　D歩（サ）　　　　　　　　　　　　　　　　　e｝（丘）　　　DH（’）

　　　　　　　＝E〃）・D（f）

　　　　　　　・・舳）・c（f）・則）　　　　（5・4）

　さらに，

　　F5（≠）：・Eゴ（左）・C（チ）　　　　　　　　　　　（5・5）

　とおくと，式（5・4）は次のように書き改められる。

　　Dj（チ）＝1Fj（チ1）・H（≠）　　　　　　　　　　　（5・6）

　式（5・5）で定義されるFj(ｔ)の要素●（ｔ）は，全居

住住宅数に対する住宅属性R，jの住宅に居住する世帯属

性jの主世帯数の割合であり，次式を満たす。

　f｛！（≠）＝C夕（4）・e夕（チ）（ΣΣfゴ！（〃）＝1．0）　　　（5・7）
　　　　　　　　　　j　左
　次に，時点ｔにおいて世帯属性iの世帯の居住する住宅

と
　　　　　　　　　　　　　　　　ノすると，世帯属性タの世帯の住宅属性j別居住住宅数D，5

（ｔ）は，次式で表わされる。

　　　　D1l（f）　　　C1・（丘）　　　　　　　　　　　　　　H‘（f）
　　　　D‘2（f）　　　　　　Ci2（f）　　　0　　　　　　H〃）

　D〃）＝　　　　　　＝　　　　　　　　　．　　　　D洲　　　　　Cむ（！）　　帥）
　　　　　　　　　　　0　　　　　　　・
　　　　D之1（／）　　　　　　　　　　　　　　　Cむ（τ）　　H，（f）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5・8）

　以上のように，地域居住予測モデルは，数式構造的に

大きく式（5・3）の（K，I）型対応マトリックスを用い

たモデルと，式（5・8）のJ次対角対応マトリックスを

用いたモデルとに分類される。

5－3　ケーススタディ

　（1）地域居住予測モデルの適用

　石川県を対象とし，昭和58年の世帯属性別住宅属性別

居住住宅数を予測する。モデルの適用にあたり，本来な

らば地域世帯予測モデルで得た主世帯数を用いるが，こ

こでは地域居住予測モデル自体の適合度を評価するた

め，住調より得られる昭和58年の住宅属性別データを用

いることにする。予測はトレンド的方法により行い，そ

の結果得られる昭和58年予測値と住調調査値との比較を

図5－2に示した。それによると，持家・借家の

「18.0～23.9畳」や借家の「6.0～11.9畳」など幾つかの

カテゴリーで・多少の誤差がみられるが，全体的にみてほ

ぼ妥当な値をホしていることがわかる。

　（2）予測方法の検討

　前節ではマトリックス構成要素の予測に回帰直線を用

いて計算を進めたが，ここでは4通りのトレンド的予測

手法を用いて行った結果，図5－3に示す分布状況を得
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持家　　　　　畳数　　借家

囮z召堅 36－0
以上
30．0
～35．9
24．0
～29．9
18．0
～23．9
12．0

囮z予測住宅数 ～17．9
6．O

〔＝］調査住宅数 ～11．9
6．0
未満

←丁一一丁
19181716　4　3　2　1　0σラ戸）0　12

　　図5－2　モデルによる予測値と住調調査値との
　　　　　　　比較（住宅所有関係別住宅規模別居住

　　　　　　　住宅数）

6．新規住宅供給による住み替え連関モデル

6－1　研究の目的・方法

　ここでは新規住宅供給による世帯の住み替えを記述す

ることのできる住み替え連関モデルを開発，提案し，石

川県におけるケーススタディ的な適用を通じて計画モデ

ルとしての有効性，限界などを考察している。

　モデル構築に際しては，実際の計画への適用性を考慮

して次の点に留意している。①一定期間内に生ずる世帯

の住み替えを新規供給によるものと中古住宅によるもの

の2段階に分けてとらえる。②住宅タイプ別の新規供給

量を説明変量として住み替えを記述できるような構造と

する。③世帯の変動と住宅の状態の変化を連動させて線

形で定式化する。

（万）
20

16

4

予
測3
住
宅
数
　2

1

●4時点直線回帰（R＝0．9987）
◎3時点直線回帰（R＝0．9988）
△4時点曲線回帰（R＝0．9966）
口3時点曲線回帰（R＝0．9962）

　　　　●
　　　●△
　　　△
口　●　　口●　　　口
0
　0△

　　　　呈
量

囚
0
●

6－2　モデルの構造

　モデルの全体構成を図6－1に示す模式図を用いて説

明すると，第1段階は計画期間内に供給される新規住宅

に対する住み替えを表わすものであり，便宜的に時点か

らｔ＋△Tの△丁期間を設ける。このとき生ずる住み替え

を住み替え前の世帯の居住形態によって，①圏域内の住

宅タイプ別主世帯の住み替え，②圏域内で新たに形成さ

れる世帯，③圏域外からの転入世帯に分類し，それぞれ

の居住形態と新規供給住宅のタイプ間で住み替えの比率

を定義することによって，各住み替え量を定式化する。

ここで，②を圏域内の新規形成世帯と呼ぶ。

住 宅　　　　　　　　　　　　　（居　　佳　　世　　帯

時点’の普適世帯

0　　　1　　　2　　　3　　　4　16　　20（万）

　　　　　　　調査住宅数

　　　図5－3　モデル予測値と住調調査値

た。これより，すべての方法において比較的高い相関を

得ていることがわかるが，過去3時点のデータを用いた

直線回帰による予測が，これらの方法の中でデータ量が

少なくて済むこと，近年の居住状況の変化をより適切に

反映していると思われることから，トレンド的予測方法

としてやや優れていると思われる。

　（3）全国都道府県へのモデル適用結果

　前節において比較的有用だと認められた3時点直線回

帰の予測方法を用い，各都道府県における世帯住宅規模

対応マトリックスより，全国都道府県への地域居住予測

モデルの適用を行った。

　計算結果より，全体的にモデルによる予測精度は全国

都道府県においても比較的高い値を示し，トレンド的予

測モデルとしての目的をほぼ達していると考えられる。

［亙憂〔コ

　　　　含三三

1司居一・非但宅　　　　　主　泄居住世帯

リ

着≒箒ヨ

q

滅1
失；

　lo

　　　　　　1－
　　　　U1　U

l　q　l　l

主世帯　非伴宅　　　．ヒ　世　苗

時点’十〃’州阯I釧什柑
同居・ ｛三　　世

引　　　号

lU

1消
；滅

　　　同纂』三幕　ヨ■、　　　主世　芋

主　世
時点’十τの普通世帯
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　さらに，そうした住み替えによる世帯の居住構造の変

化を主世帯と同居・非住宅屠住世帯の量的な対応関係か

ら説明し，時点’十△Tにおける世帯と住宅の状態を新規

供給量を用いて表わす。

　第2段階では，第1段階で生じた空家と時点オで存在す

る空家のうち居住可能な住宅が住み替二1．の対象として供

給されると考え，それに対する住み替えをモデル化する

ものであり，ここでも便宜的に時、点チー！一△Tからチ十丁の

T一△丁期間を設ける。このとき，住み替えの対象となる

空家を有効空家とし，そうでない空家を老朽空家と定義

して，老朽空家は期間丁一△丁内に減失するものとして

扱っている。

　第2段階での住み替えは第1段階とは異なり，一定期

間丁一△丁内の世帯の移動としてとらえ，時点オ十△Tから

チ十丁への2時点問での居住形態間における住み替えの

比率を定義し，それにより住み替え量を表わすものであ

る。そして，この住み替えによる世帯の変動を第1段階

と同様な手法で求め，時点チ十丁の世帯と住宅の状態を新

規供給量を用いて表わしていく、、ただし，第2段階では

世帯の変動要因として圏域外へ転出する世帯および圏域

内で消滅する世帯を考慮する。

　ここでは具体的なモデル構造の記述を略すが，モデル

の全体構造は図6－2のようになる。

時附け淋榊二7

誓幣　　　　’ll1唖ブ
　　・・、（ア榊剛脩笥亙］

　　　　　期閻附芦家数二］

　　　　胤㍑蝋1欄一］
　　　　　　　　　　　　　　　丞‘鵬璽ア

ll二其1；∵蝋一

　　　　鮒鮒一」！燃至ア

燃㍑賢狐〕屋亟ウ榊讐賢11猟］

期聞τ一∬内の團域外か

らの転入先別比率1θ21

期問τ一〃内の團域外からの転入
先別世帯数1Q2’（’十〃，’十τ〕

鮒お滞1㌣至］

図6－2　住み替え連関モデルの全体構造

6－3　モテ“ルの特性分析

　昭和48年1（〕月か戸）53年9月までの既存統計資料よりモ

デルのパラメー一夕を求め，次の期問（昭和53年10月～58

年9月）にモデルを適用し，計画最終時点でのモデル値

と住調調査値とを比較する。なお，住宅タイプとして住

宅の所有関係を用いており，新規住宅供給量は実際に供

給され，入屠者の麦）る住宅数としている。

　結果を図6一一3に示す。図より世帯数の少ない居住形

態では適合度が高く，世帯数の多い持家，民営借家といっ

た居住形態ではモアル値と住調調査値の差が大きくなっ

ていることがわかる。これは，パラメータ算出期問の前

5年間に比較して計画対象のモデル適用期間の方が，持

家化の傾向が鈍化し，民営借家化の傾向が強まっている

ことを反映したものであると思われる。

　25

　24

　23

　22

世7

帯6

数

　5
万

）4

　3

　2

　1

　0

［＝コ住調調査値

1ZZZlモデル値

持

家

図6一一3

公　　　民　　　給
穆　暮　屋　非層
家　　家　　宅　　住’
　　　　　　　　　　　宅

モデル値と住調調査値の比較
（昭和58年石川県）

　いずれにしても全体を概観すると，モデル値はほぽ全

体の傾向に遭合しており，計画を支援するモデルとして

は，一定の有用惟を認めることができる。

　この住み替え連関モデルの最も主要な特徴は，住宅タ

イプ別の新規供給量によって住み替え構造を記述するこ

とができる点にある。

（1）新規住宅供給が世帯の住み替え構造に及ぽす影響

　新規住宅供給量と住み替えを行う世帯の住み替え前の

居住形態別世帯数と（7）関係を住み替え連関モデルを用い

て考察する。具体的には，5年問にあるひとつの所有関

係の住宅しか供給しない場合を想定し，供給する住宅の

所有関係別に供給戸数千戸当りの住み替え世帯数を算出

した。緒果を表6一一！に示す。これにより石川県におけ

－280－



表6－1 供給住宅の所有関係別供給戸数千戸当たりの
住み替え前の居住形態別住み替え世帯数

（石川県）
　　　　　　　　　　　上段1世帯数
　　　　　　　　　　　下段．構成比（％）

住み替え前の 供給住宅の所有関係

居住形態 持家 公的借家民営借家給与住宅

470 30 110 11O
持　　　　家

46．1 2．8 10．O 10．1

県 70 110 20 20

内
公的借家

6．9 10．3 1．9 1．8

の 230 460 380 140
住 民営借家 22，5 42．9 34，5 128
み
替

60 80 40 270
給与住宅
え 5．9 7．5 3．6 24．8

世 170 280 330 60

帯
新規形成世帯

16．7 26．2 30．0 5．5

990 960 880 600
小　　計

97．1 89．7 80．0 55．0

30 110 220 490
県外からの転人世帯

2．9 10．3 20．O 45．0

1020 1070 1100 1090
合　　　　計

100．0 100．O 100．0 100．O

るモデル適用期間に関する新規の住宅供給が地域におけ

る住み替えに与える影響について様々な点が分析でき

る。
　即ち，住み替え連関モデルを用いることにより，新規

住宅供給が世帯の住み替えに作用する働きを一定の仮定

のもとである程度定量的に把握することが可能となり，

住宅供給計画立案の際に用いることにより幾つかの有益

な指標を得ることができるものと思われる。

（2）同居・非住宅居住世帯の解消について

　現行の住宅建設計画における建設必要戸数ひとつとし

てあげられている同居・非住宅居住世帯について，住み

替え連関モデルを用いて検討する。具体的には，あるひ

4，000

同
居3，000

非
住
宅2，000
居
住
世
帯1，000
数

　　　1　　　　　　1　　　　　　1　　　　　　1
　　　　・一一一・　　　・一・「「・一・・i1…　　■・　　　1二＝τ二二．＝こ＝三圭ミニ

　　r　　　　　τ　　　　・r　　　　　l
　　　1　　　　l　　　　l　　　　l
　　　1　　　　l　　　　l　　　　l
　　　l　　　　．　　　　．　　　　1
増加させる所有関係　　　　　　　　←一一一一一
　　　　持　　家（傾き：’0．O082）　1
一一一一公的借家（傾き：一0．0135）　1
一一一一一一民営借家（傾き　一00156）　L＿＿＿一．
一・一・一給与住宅（傾き：一0．0017）　・
　　　l　　　l　　　i　　　l
　　　I　　　　　l　　　　　l　　　　　l　　　l　　　　1　　　　1　　　　1
　　　1　　　　　　　1　　　　　　　1　　　　　　　1

図6－4

　1　　　2　　　　3　　　　4　　　　5

　　　増加供給量（万戸）

新規住宅供給による同居・非住宅居住
世帯の解消（石川県）

とつの所有関係の住宅供給量を増加させ，その時他の所

有関係の供給量は一定として，計画期間最終時点の同

居・非住宅居住世帯数をモデルにより算出している。

　その結果を図6－4に示す。これより，傾きの最も大

きい民営借家，次いで公的借家を供給した場合が同居・

非住宅居住の解消に大きく貢献することがわかる。

7．線形計画法を用いた住宅供給計画支援モデル

7－1　研究の目的，方法

　本章では，前章の住み替え連関モデルによって記述さ

れる世帯の住居移動構造に基づいて，地域の住宅供給計

画の立案に関わる政策的，物理的な制約のもとで，計画

期間内にできるだけよい効果を期待できる最適なタイプ

別の新規供給量を決定するために線形計画法を適用す

る。モデルのフローチャートを図7－1に示す。また，

モデルを昭和53年10月から58年9月の5年間を対象とし

て石川県へ適用しモデル特性を分析する。

瀦灘・1

醸隻給■ 世帯の住み替えに　　　　　　住宅供給に関わる
伴う効用の設定　　　　　　　政策条件の設定

住み替え連関モデル

l1－1！1鰍1
目的関数の設定・住み替えによって世帯
の得る効用の最大化

制約条件の設定
・総、建設戸数の制約・総健設費用の制約
・土地の制約　他

図7－1

N　o　　総効用の最大化？

　　　　　　　　　　Yes

　　　　　　　最適住宅供給i

線形計画法を用いた住宅供給計画
支援モデルのフローチャート

　具体的な研究の方法は以下のようである。①住宅のタ

イプとしては持家，公的借家，民営借家，給与住宅の4

つの所有関係を設ける。②世帯が住み替えによって得る

効用は，基本的には居住形態間の居住水準の差として定

義し，その際指標として，1世帯当たりの畳数を用いた

場合と1人当たりの畳数を用いた場合の2つのケースを

設定する。③制約条件として与えるデータは，石川県の

特性を反映した仮想的な値とする。④以上より，外生的

に与える政策変数や物理的制約を変動させることによっ

て所有関係別の最適供給量や総効用がどのように変化す

るかを，上記の2つのケースについて比較検討する。
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7－2　モデルの構造

　（1）目的関数

　世帯の住み替えが住宅需要として顕在化する背景には

種々の要因が考えられるが，住宅とそれをとりまく環境

の質の改善要求の結果として狭義に住み替えをとらえる

と，世帯は住み替えによって何らかの心理的あるいは物

理的な効用を得ると考えることができる。

　一方，住宅供給政策は新規住宅供給によって世帯の住

み替えを誘導し，対象地域の居住水準を向上させること

がひとつの目的であり，前述の効用の概念に基づくと，

住宅供給に伴う住み替えによってもたらされる効用を最

大にすることが政策目標のひとつとなりうる。さらに，

計画期間内に生じる住み替えがすべて新規住宅供給によ

るものであると仮定する。なお，具体的なモデル構造の

記述は略する。

　（2）制約条件

　住宅供給に関わる政策的，物理的な制約で現実的なも

のとして次のものが考えられる。①総住宅供給量の制約，

②住宅タイプ別供給量の制約（非負条件），③総住宅建設

費用の制約，④総供給宅地面積の制約，⑤同居・非住宅

居住世帯の解消，なお，この同居・非住宅馴主世帯は量

的には少ないが，ここでは政策的な制約のひとつの例と

して設定するものである。

7－3　シミュレーションによる特性分析

　（1）モデルケースの設定

　適用期間は昭和53年10月を予測起一点，58年9月を予測

終点とする5年間とし，線形計画モデルのサブモデルと

して位置づけられる住み替え連関モデルに含まれるパラ

メータは予測起点より過去5年間に相当する期間に関連

する既存統計資料より得たものを用いる。

　線形計画モデルは外生的に与える制約条件や政策変数

によって種々のケースが考えられるが，ここでは次のよ

うなモデルケースを設定する。

（a）目的関数

　目的関数における効用としては基本的に屠住形態間の

居住水準の差を用いることにする。この居住水準には

種々の指標が考えられるが，世帯が住み替えることに

よって得る効用であることから，次の2つのケースを設

定する。①1世帯当たり畳数（ケース1），②1人当たり

畳数（ケース2），効用については住宅統計調査をもとに

設定する。

（b）制約条件

　制約条件については7－2（2）に示したものを同時的に

設定する。①総住宅供給量の制約は50，000戸以下，②所

有関係別供給量の制約は昭和48年10月から53年9月まで

の供給実績の所有関係別構成比に対する±20％の範囲を

設定する，③総住宅建設費用の制約は固定せずに，ある

一定の範囲の中で変動させることによって，モデルの挙

動を分析する，④総供給宅地面積の制約も③と同様固定

せずに，ある一定の範囲の中で変動させる，⑤同居・非

住宅居住の解消は計画期間内に1割解消するものとし

た。

　（2）　モデルシミュレーション

　以上のような目的関数と制約条件のもとで，モデルの

シミュレーションを行う。まず、総建設費用の上限（CS）と

して6，000億円と7，000億円の2つのケースを設定し，総

供給宅地面積を600から800haまで変化させた場合につ

いてそれぞれの最適供給量を示したのが図7－2であ

る。このとき，図7－2（1）は目的関数の効用を表わす指

標として1世帯当たり畳数を用いた場合（ケース1）で

あり，図7－2（2）は1人当たり畳数を用いた場合（ケー

ス2）である。

　これより，持家と民営借家で最適供給量に変動がある

ものの，公的借家，給与住宅はあまり変化していないこ

とがわかる。さらに，総供給宅地面積の上眼を上げてい

けばいくほど持家の最適供給量は増加している。これは
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　　　　　　（ケース1，a＝0．1）
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現状の住み替えパターンでは持家への住み替えが最も大

きいことに帰因するためであろう。

　次に（1）と（2）ではいずれの場合にもほとんど差はみられ

ないが，（a）のCS≦6，000（億円）の場合に，ケース2

では公的借家の最適供給量は変化していないのに対し

て，ケース1では給与住宅とともに最適量は上昇してい

る。

　また，建設費用の制約別にみると，総建設費用の上眼

の大きいCS≦7，000（億円）の方が最適供給量の変化が

全般にわたっているが，これはある意味で当然のことと

言えるだろう（図7一2（b））。

　次に，総供給宅地面積の上限（N）に700haと800haの

2つのケースを設定し，総建設費用を5，500から7，000億

円まで変化させた場合についてシミュレーションした。

その結果を図7－3に示す。

　これを総供給宅地面積の制約別にみると，（a）のN≦

700（ha）の場合，民営借家供給量は変化していないのに対

して，（b）のN≦800（ha）の場合，総建設費用の上眼が

6，500億円を越えたあたりで民営借家供給量は減少し，そ

のぷん持家供給量が増加している。これより，過去の住

み替えの構造に基づくと，土地に余裕があれば，民営借

家より持家を供給した方が効用が大きいと言えるであろ

う。
　また，図7－3（1）と（2）を比較すると，図7－2と同様

にケース2では公的借家供給量は一定して変わらないの

に対して，ケース1では給与住宅とほぼ同様な動きを示

している。これは、ケース2の場合，目的関数の公的借

家供給量にかかる係数が全所有関係の中で最も小さい値

であるのに対し，ケース1では公的借家よりも民営借家

の方が係数が小さいことから，世帯単位で考えた場合に

は個人単位の場合よりも公的借家を供給することにより

多くの効用が期待されることによるものであろう。

　また，図7－2，3に示したいずれのケースについて

も，目的関数の値はほぼ一定の割合で増加していること

がわかった。
　以上のように，簡単なモデルケースを設定してのシ

ミュレーションであったが，政策変数の変動や目的関数

の設定の仕方による影響が最遭供給量に見られ，得られ
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た解もほぼ妥当な傾向を示していることから，最適供給

量の決定問題に線形計画法を適用することに一定の有用

性を認めることができたと思われる。
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